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１．現行法における「出席」に関する主な規定 

 

第 56 条 両議院は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなければ、議事を開き議決することが

できない。 

② 両議院の議事は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、出席議員の過半数でこれを決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

第 57 条 両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二以上の多数で議決したときは、

秘密会を開くことができる。 

【参考：内閣総理大臣等の出席】 

第 63 条 内閣総理大臣その他の国務大臣は、両議院の一に議席を有すると有しないとにかかはらず、何時

でも議案について発言するため議院に出席することができる。又、答弁又は説明のため出席を求められ

たときは、出席しなければならない。 

 

第 148 条 表決の際議場にいない議員は、表決に加わることができない。 

【参考：現在しない委員の表決】 

第 51 条 表決の際現在しない委員は、表決に加わることができない。 

衆議院規則 

+ 

第 62 条 各議院の会議は、議長又は議員十人以上の発議により、出席議員の三分の二以上の議決が

あつたときは、公開を停めることができる。 

【参考：委員会の表決】 

第 50 条 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。 

【参考：内閣官房副長官等の出席】 

第 69 条 内閣官房副長官、副大臣及び大臣政務官は、内閣総理大臣その他の国務大臣を補佐するため、

議院の会議又は委員会に出席することができる。 

② 内閣は、国会において内閣総理大臣その他の国務大臣を補佐するため、両議院の議長の承認を得て、

人事院総裁、内閣法制局長官、公正取引委員会委員長、原子力規制委員会委員長及び公害等調整委員

会委員長を政府特別補佐人として議院の会議又は委員会に出席させることができる。 

【参考：証人・参考人の出頭】 

第 106 条 各議院は、審査又は調査のため、証人又は参考人が出頭し、又は陳述したときは、別に定め

るところにより旅費及び日当を支給する。 

〇議院における証人の宣誓及び証言等に関する法律 

第 1 条 各議院から、議案その他の審査又は国政に関する調査のため、証人として出頭及び証

言又は書類の提出（提示を含むものとする。以下同じ。）を求められたときは、この法律に別

段の定めのある場合を除いて、何人でも、これに応じなければならない。 
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２．「出席」の解釈 

【Ｂ説】機能的出席説（新しい有力説） 
・「出席」を要求する趣旨は、議員自らが議論し、その過程を通じて議案に対する賛

否の意思を形成し、最終的に自らが表決に参加すること。このような「出席」の
機能に着目すれば、必ずしも「空間的・場所的」な議場に現在しなくても、ICTを
活用して一定のインタラクティブな環境を整備することによって、「出席」と評価
することは可能。 

・何をもって「出席」と認めるかについては、憲法が両議院に認めている広範な議
院自律権（議院の組織及び運営等に関して、行政、司法、他の議院から干渉され
ることなく自主的に決定できる権能）に基づいて決定することができる。 

 

【Ａ説】物理的出席説（従来、当然の前提） 
・日本語の「出席」とは、物理的に「そこに居る」ことであって、解釈の余地は

ない。 
・全国民を「代表(re-present)」するとは、「全国民」に代わって、本会議場に「目

に見える」形で物理的に「出席(present)」するということ。 
・憲法は、全国民の代表として厳格な出席義務を国会議員に求めている。 

 

出 席 

議院自律権に基づく裁量 

 

本会議のオンライン審議を認めるための方策 

【Ａ説に立つ場合】 憲法改正 

・憲法の「出席」という文言を改正し、本会議のオンライン審議を認めることとする。 

（参考）ただし、このような改正を行った場合、目に見える形での物理的な「出席」を要求し

ないということになり、「代表制」の性格を変えてしまうことに対する懸念を示す識者も

いる。 

【Ｂ説に立つ場合】 衆議院規則の改正 

・憲法及び国会法の「出席」という文言の改正は行わず、衆議院規則の「議場にいない」
という文言を改正し、本会議のオンライン審議を認めることとする。 

（参考）なお、両院関係、対政府関係に関する部分は、法律事項として、「国会法の改正」に

より対応することが妥当との見解を示す識者もいる。 

    他方、（恒久的制度としてではなく）現下のコロナ対応のための一時的特例措置とい

ったものと位置付ける場合には、規則改正を要せずに「本会議の議決」といった形式も

考えられるか。 



２．「出席」の解釈 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
① いつでも実行可能な一般的選択肢として位置付ける 

② 原則は物理的出席で、例外的な制度として位置付ける 

（１）「オンライン審議」の位置付け 

多くの論者は「オンライン審議」を②の例外的制度と位置付けているようである。 

（２）「例外性」についての考え方（導入の趣旨） 

 

Ⓐ 国会全体の機能の維持 

感染症の全国的流行、災害による交通網遮断等といった国会全体の機能の維

持に関わるようなケースに限定するか。 

○ 全国民の代表である議員が一堂に会して対面によるコミュニケーションにより 

 熟議をすることが、少なくとも現時点においては「議会の本来的な姿」ではないか。 

 

○ 尖塔に象徴される威厳のある外観、その中にある議場（半円型の議席配置やガラ

ス天井の採光など）の下でなされた議会の決定には、国民を納得させる「威厳」が

含意されている、といった「議会の象徴性」の観点から、議員が現に議場にいるこ

とが望ましいとの識者の指摘もある。 

Ⓑ 特定の議員の権限行使の保障 

妊娠・出産や、疾病・障害といった個々の議員としての権限行使の保障といった

ケースも含めて認めるか。 

Ⓐに加え、Ⓑも含めるか 

３．「オンライン審議」の制度設計に関する基本的考え方 
 



                

 

こ れ ら は 相 互 に 関 係 す る 条 件 ・ 論 点 で あ り 、 例 外 的 措 置 で あ る こ と も 踏 ま え て 、 

「 議 会 と は ど の よ う で あ る べ き か 」 と の 観 点 か ら 、 検 討 す る 必 要 が あ る か 。 
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